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（ 午前９時００分 開議 ） 

○議長（中西和夫君）  おはようございます。 

ただいまの出席議員は１４名で、定足数に達しております。 

これより本会議を再開し、直ちに本日の会議を開きます。  

本日の議事日程は、昨日に続きまして一般質問であります。  

順序に従い、質問をお受けいたします。  

初めに、３番、中川議員の一般質問をお受けいたします。  

３番、中川議員。 

○３番（中川靖広君） 皆さん、改めまして、おはようございます。  

議長の許可を得ましたので、通告に基づきまして私の一般質問をさせていただきます。  

今回の、自治会で管理している防犯灯についてということですが、２３年の６月議会

でもこの同じ質問をさせていただいております。そのときには、議員定数が削減になっ

た場合については町のほうで電気料金、自治会が管理している電気料金の支払いをして

いただきたいという旨を申しあげて終わっております。  

昨年の１２月議会で、議員定数検討特別委員会を設置し、議員定数は１３名、２名減

ということで決定をしておりますので、その旨を理解していただいて、ご答弁をいただ

きたいと思います。  

それでは１点目の、自治会の数は何団体あるのか、お尋ねをいたします。  

○議長（中西和夫君）  乾総務部長。  

○総務部長（乾善亮君） 防犯灯を管理している自治会は１２９団体でございます。  

○議長（中西和夫君）  ３番、中川議員。 

○３番（中川靖広君）  それでは、２番目の、１２９団体のうちで、ＬＥＤに変更する補

助金を出していただいておりますが、何団体が変更されたのか、お尋ねをいたします。  

○議長（中西和夫君）  乾総務部長。  

○総務部長（乾善亮君） 防犯灯を管理しております１２９団体のうち、ＬＥＤに変更し

た団体は１２０団体でございます。  

○議長（中西和夫君） ３番、中川議員。 

○３番（中川靖広君）  １２９団体のうち１２０団体ということで、残りの９団体の自治

会についてはどのようにお考えになっているか、把握をしておられたらお聞かせをいた

だきたいと思います。  

○議長（中西和夫君）  乾総務部長。  
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○総務部長（乾善亮君） ＬＥＤへ変更を行っていない９団体でございますけれども、今

年度の自治会の総会で検討をされ、来年度以降で対応するという自治会もございます。

また、ＬＥＤの変更は行わないという自治会があるという状況でございます。  

○議長（中西和夫君）  ３番、中川議員。 

○３番（中川靖広君）  ＬＥＤに変更されない自治会というのはどういうような理由で変

更されないのか、認識しておられたらお聞かせいただきたいと思います。  

○議長（中西和夫君）  乾総務部長。  

○総務部長（乾善亮君） 全て水銀灯がついているという状況の中で現状維持をしたい、

今の現状ではそのままでいいというところ、あるいはあと数年でもう不要になると、防

犯灯そのものが不要になるという自治会もございますので、そういった状況でございま

す。 

○議長（中西和夫君）  ３番、中川議員。 

○３番（中川靖広君）  町としてはやはりＣＯ２の削減や電気料金の削減を目的としてこ

の政策をしていただいていると、そのように理解しておりますので、できるだけＬＥＤ

に変更していただけるような説明というのかお願いをしていただきたい、そのように思

います。  

続きまして、２３年の６月議会で質問させていただいたときには、自治会で管理して

いただいている防犯灯の数は２，３３６灯で、電気料金が７６０万円ということでした

が、現在の数と料金はどのようになっているのか、お尋ねをいたします。  

○議長（中西和夫君）  乾総務部長。  

○総務部長（乾善亮君） 現時点におきまして自治会が管理しております防犯灯数は約２，

５００灯となっております。ＬＥＤに変更していただいた現在の自治会が支払っておら

れる電気料金は、年間当たり約５２０万円になっております。なお、残り全ての防犯灯

がＬＥＤに変更になったといたしますと、その電気料金は年間当たり約４５０万円にな

ると見込んでおります。 

○議長（中西和夫君）  ３番、中川議員。 

○３番（中川靖広君）  現在は２，５００灯で、５２０万円、残りの全てＬＥＤに変更し

ていただいたら４５０万円になるということですが、現在の補助金の額とその電気料金

全体との差額というのはどのようになるんでしょうか。  

○議長（中西和夫君）  乾総務部長。  

○総務部長（乾善亮君） 新年度のこの自治会の防犯灯の維持管理補助金の予算といたし
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ましては、３８２万２千円を計上いたしております。先ほどの全てＬＥＤに変更してい

ただいたら年間の電気代が約４５０万円ということでございますので、その差額約７０

万ということでございます。  

○議長（中西和夫君）  ３番、中川議員。 

○３番（中川靖広君）  それでは次の質問ですが、平成２３年６月議会で、議員定数を削

減した後には防犯灯の電気料金を町で支払いをしていただきたいと申しあげましたとこ

ろ、ご答弁の中には、定数を削減されるとの議論がなされた段階で、防犯灯の補助金に

限らず、他のサービスも踏まえ議会と協議をさせていただきたいというような答弁があ

りましたが、この点についてどのように考えておられるのかということですが、今の部

長の答弁にありましたように、補助金にプラスあと７０万円出していただいたら、もう

自治会で支払いをしている電気代が全て払えるという状況でありますし、その補助金を

いただくに当たりましては、１２９団体に対しまして補助金の申請用紙を送付していた

だき、また自治会の役員さんが記入し、また９月分の領収書を持参して総務課のほうに

提出をして、それを職員さんが１２９自治会の書類を処理するわけなのでね、事務量に

しても大変な数だと思いますのでね、私が言いましたように、議員定数も削減をされる

ということの中で、７０万ぐらいであればできれば町のほうで支払いを、一括して支払

いをしていただきたい、そのように思いますが、その点についてはどうでしょうか。  

○議長（中西和夫君）  乾総務部長。  

○総務部長（乾善亮君） 防犯灯を管理していただいております自治会におきましては、

毎年維持管理補助金の申請の手続きをお願いをしております。ＬＥＤ防犯灯では通常１

０年程度は球換えの必要はなく、８ワットのＬＥＤでは維持管理補助金で電気料金のほ

ぼ賄えるような状況でございます。しかしながら、ただいま質問者がおっしゃいました

ように、毎年の補助金の申請の手続きに係ります各自治会のご負担、また、町がこの１

２９団体の申請を受けまして、その内容を審査して補助金を交付するという事務量を考

えますと、防犯灯の維持管理は従来どおり自治会にお願いをして、防犯灯の電気料金の

みを町が直接関西電力に支払ったほうが効率的であると考えますことから、平成２７年

度からの实施に向けまして調整を行ってまいりたいと、このように考えております。  

なお、各自治会が電気代を払っておられるうち、例えば集会所の電気料金を含んでい

る場合がございます。そういった場合は、それを除いた防犯灯に係る電気料金のみを町

が支払うための区分けというものが必要となりますので、平成２６年度中に各自治会に

ご協力いただきながら、関西電力、それから町と協議しながら手続きを進めてまいりた
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いと、このように考えております。  

○議長（中西和夫君）  ３番、中川議員。 

○３番（中川靖広君）  ２７年度からは自治会が支払っている電気代を町のほうで一括し

て支払いをしていただけるということなんで、きちっと関西電力とも協議していただい

て、各自治会には理解のいただけるようにご説明いただいて、お願いをしておきたいと

思います。  

これで私の一般質問を終わります。ありがとうございました。  

○議長（中西和夫君）  以上で、３番、中川議員の一般質問は終わりました。  

続いて、１番、宮﨑議員の一般質問をお受けいたします。  

１番、宮﨑議員。 

○１番（宮﨑和彦君） それでは、議長のお許しを、許可を得ましたので、通告書どおり

私の一般質問をさせていただきます。  

ではまず初めに、公共施設に設置されている自動販売機についてですけど、これ私、

見てまして、いろいろな自動販売機ありますので、それで業者選択、入札されているの

か、どのようにされているのかということと、それにかかわる電気代ですね。多分これ

はもう公共のですので税金だと思うんですけど、あとまあ利用費とか、それにかかわっ

てそこで発生するペットボトルとか空き缶ですね、それについての質問なんですけど、

どういうふうにされているのか、お聞かせ願いたいと思います。  

○議長（中西和夫君）  乾総務部長。  

○総務部長（乾善亮君） まず、自動販売機を設置しております公共施設でございますが、

その施設及び台数を申しあげますと、生き生きプラザ斑鳩に１台、ふれあい交流センタ

ーいきいきの里に２台、法隆寺ｉセンターに１台、中央公民館に１台、東公民館に１台、

中央体育館に３台、法隆寺五丁地区地域交流館に１台となっております。  

その自動販売機の設置者につきましては、施設ごとに選定をしているところでござい

ます。その主な設置者についてでございますが、生き生きプラザ斑鳩、ふれあい交流セ

ンターいきいきの里におきましては、その設立の目的等から、身体障害者福祉協会、手

をつなぐ育成会などの福祉団体が設置者となっております。次に、法隆寺ｉセンターで

は、知的発達障害のある人たちにスポーツトレーニングと競技の場を提供する活動組織、

スペシャルオリンピックス日本・奈良を設置者とし、売上げの一部が活動支援金として

提供をされております。次に、中央体育館、法隆寺五丁地区地域交流館では、町と災害

時における応急物資提供に関する協定を締結いたしておりますダイドードリンコ株式会
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社西日本営業部を設置者とし、非常時に飲料供給が可能な自動販売機を設置しておりま

す。また、中央体育館には、元気クラブいかるがに売上げの一部を活動支援金として提

供する自動販売機も設置をしております。その他、公民館等では、地元の商工業振興を

目的として町商工会を設置者とする自動販売機もございます。  

続きまして、これらの自動販売機の設置に係ります経費についてでございます。行政

財産使用料といたしまして、１台当たり年間で２万４千円でありますが、福祉団体の設

置分は減免扱いとしております。電気料金につきましては、实費相当分は全ての設置者

にご負担をいただくこととなっており、福祉団体にも減免はございません。  

最後に、紙コップや空き缶のごみ処理についてでございますが、全ての自動販売機に

空き容器の回収箱を設置し、設置者の責任において回収、処理をしていただいていると

ころでございます。  

○議長（中西和夫君）  １番、宮﨑議員。  

○１番（宮﨑和彦君）  適切に設置されて、また入札とかされておられるんかなと思った

んですけど、いろいろな団体に気配りをしていただいて設置されているということがよ

くわかりました。これからもまた新しい、もし自動販売機の設置とかいうことがありま

したら、そういう方々に協力するような形でまた設置していただきたいと思います。  

続きまして２番目の、外灯に、ＬＥＤについてですけど、私は今、ＬＥＤいろいろ、

防犯灯ですね、非常灯とかというのは各施設につけておられたんですけど、町でどの範

囲までＬＥＤ、防犯灯をつけていかれるのか、ちょっとその辺を知りたかったんで、教

えていただけますか。  

○議長（中西和夫君）  乾総務部長。  

○総務部長（乾善亮君） どの範囲までつけるのかということでございますけれども、こ

れにつきましては、当然町で防犯灯を設置しておりますのは、自治会でありますとか住

宅地に属さない地域におきまして、住民の方々が通勤あるいは通学等に利用される箇所

ということでございますので、道路幅員でありますとか道路の周辺環境を勘案するとと

もに、周辺地権者の同意を得られた箇所に設置をしておるということでございます。  

一方、自治会で防犯灯を設置していただくのは自治会に属する地域ということで、ち

ょうど町で設置していくところと区分けをしているという状況でございます。  

○議長（中西和夫君）  １番、宮﨑議員。  

○１番（宮﨑和彦君）  そういう感じでつけていただいて、あとまあ、通学路ですね。明

るいときはいいんですけど、冬になったら、５時ぐらいになったら暗くなると。昨今い
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ろいろな事件が起きておりますので、中学生がクラブを終えて帰るときは真っ暗なとこ

ろもあると思うんですけど、通学路のほうはカバーできるんですかね、それで。  

○議長（中西和夫君）  乾総務部長。  

○総務部長（乾善亮君） 当然先ほど申しあげましたように、町の自治会の範囲、エリア

といいますか、あるいは町でさせていただいている場所ございますので、その中に通学

路が含んでおるという状況の中で、当然通学路が暗いという状況になりましたら、当然

自治会のほうからご要望もございますし、学校のほうからもそういった暗いというよう

な要望が出てまいりますので、当然それについては町のほうも設置をさせていただいて

いると、これまでも設置をさせていただいている状況でございますので、よろしくお願

いしたいと思います。  

○議長（中西和夫君）  １番、宮﨑議員。  

○１番（宮﨑和彦君）  ありがとうございます。できるだけ明るいほうがいいんですけど、

田んぼの関係とかその辺もあるんですけど、まあＬＥＤはあまり虫こないということで、

できましたらつけていっていただきたいと思います。  

それでは３番目なんですけど、主要な道路、あっちこっちで今、途中経過とかいうよ

うな感じでいろいろなっておるんですけど、その河川とか道路とかというのを住民に知

っていただけるということで、広報とか。私らよく道で会ったら、どうなっているの、

どうなっているのとよく聞かれるんですけど、広報とかにそういうのは載せられないの

かなと思って質問したいんですけど、その辺ちょっと、お聞かせ願えますか。  

○議長（中西和夫君）  藤川都市建設部長。  

○都市建設部長（藤川岳志君） ただいまご質問いただきました町内で各所で道路、河川

に関する工事が進められております。この工事の中では、目に見えて進んでいるものも

あれば、用地交渉中なので目に見えないところでございますけれども粛々と進められて

いるところもございます。各事業を進めるに当たりましては、個人の方との交渉など、

個人の権利や個人の情報にかかわるデリケートな問題も多数ございますことから、その

過程の状況を公にすることで事業の進展にも影響が出ることも考えられますことから、

広報による報告につきましては現在のところできないと考えているところでございます

ので、ご理解を賜りたいと思います。  

○議長（中西和夫君）  １番、宮﨑議員。  

○１番（宮﨑和彦君）  はい、わかりました。そうですね、交渉中に載せるということは

ちょっとまずいかなと、私も今、部長の答弁で思いました。決定されて、もしタイミン
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グがよかったら、載せられるようでしたら、またそのほうを考えていただきたいなと思

って、４番目の質問にいかせていただきます。 

尐子化について、１２月にほかの議員が尐子化について婚活の話をされましたんです

けど、これを町の主催で行ってはどうかなと思ったんですけど。昨日ですかね、厚生省

の発表で、女性のほうが結婚のポイントが６ポイント上がっているということで、斑鳩

町もその辺どのように考えておられるのか、ちょっとお聞かせ願えますか。  

○議長（中西和夫君） 植村住民生活部長  

○住民生活部長（植村俊彦君） 全国的に尐子化が進み、その一因として未婚率の上昇が

尐子化の要因であるとも言われています。そのような中、近年は結婚相手を探す出会い

の場の創出と地域振興を目的とした、いわゆる街コンと言われるものが全国各地で開催

されておりまして、斑鳩町におきましても、昨年１１月には斑鳩町の商店街、東栄会が

斑鳩町の独自性を演出した寺社コンというものを開催されました。  

ただ、このような婚活イベントにつきましては、平成２５年度に国において尐子化対

策として検討されていました婚活イベントへの国の補助金もなくなりまして、町といた

しましては、これらのイベントの性格上、行政で实施するよりも民間で实施されること

のほうが望ましいというふうに考えているところでございます。  

○議長（中西和夫君）  １番、宮﨑議員。  

○１番（宮﨑和彦君）  それでは、私の考えなんですけど、それでしたら商工会とか、ま

た町が主催されているイベントとか、そういう若い人たちが集まるふれあいの場という

ようなものをちょっと考えていただき、イベントの内容とかその辺をちょっと考えてい

っていただいたらなと思って、希望でこの質問は終わらせてもらいます。  

最後に、５番目の質問なんですけど、文化財の保存についてなんですけど、私たちが

一番思っていたのは藤ノ木古墳なんですけど、それから遺物、国宝級のものが出まして、

文化財活用センターがその後に建ったと。そのときにあったら町のほうで文化財、藤ノ

木古墳の遺物を管理できたのかなと思うんですけど、实際それがずっとこの斑鳩の地に

あったら、来られる観光実も多くなるんかなと思ってたんで、今後出土した場合、結構

大事なものというか国宝級のものが出たときに、その辺の取扱いというのは今後どうさ

れようと思っているのか、お聞かせ願えますか。  

○議長（中西和夫君）  清水教育長。  

○教育長（清水建也君） 今後出てきた場合の出土品の取扱いということでございますけ

ども、発掘調査等によりまして発見をされました埋蔵物につきましての関係法令といた
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しまして、遺失物法あるいは文化財保護法という法律がございますけども、これらの法

律に定められた手続きを経まして文化財として認定されますと、その所有者が判明しな

いものの所有権につきましては奈良県教育委員会に帰属いたします。そして、このこと

について発見者と土地所有者に通知をされまして、報償金が支給されるということとな

っておりますが、奈良県教育委員会に帰属した文化財の保存のためまたはその効用から

見て奈良県教育委員会が保有する場合を除いて、その埋蔵物等の発見者または土地所有

者に譲与することができるというふうに法律にはございます。  

こうしたことから、今後町が实施いたします発掘調査におきまして発見した出土品に

つきましては、先ほど申しあげました法律上の手続きを進めて文化財の認定を受けた後、

奈良県教育委員会に譲与の申請を行い、それが認められれば町で保管することもできま

す。ただし、出土品によりましては、我が国や奈良県の歴史を代表するような学術的価

値等によりまして国または奈良県の所蔵となる可能性が高いというふうに考えるところ

でございます。しかし、藤ノ木古墳の発掘調査当時とは違い、質問者もおっしゃってお

られますように、現在は斑鳩町文化財センターという国宝を含みます国指定文化財の保

管が可能な施設がございますので、そうした事案が生じた場合には、これらの文化財の

地元での保管につきまして、一方で出土品の保存処理及び保管に係る年間の費用等々ご

ざいますので、それらを総合的に勘案をしながら、文化庁または奈良県と協議を行って

まいりたいというふうに考えております。  

○議長（中西和夫君）  １番、宮﨑議員。  

○１番（宮﨑和彦君）  教育長の言われているとおり、できるだけ斑鳩町で出土したもの

を置いていただきたいと私も強く思っておりますので、よろしくお願いします。  

以上で、私の一般質問を終わります。ありがとうございました。  

○議長（中西和夫君）  以上で、１番、宮﨑議員の一般質問は終わりました。  

次に、１３番、里川議員の一般質問をお受けいたします。  

１３番、里川議員。  

○１３番（里川宜志子君） それでは、通告書に基づきまして、私の一般質問をさせてい

ただきます。  

昨日までインフルエンザで、医師から出席を停止を言われておりましたので、本日か

ら出席させていただいたんですが、皆さんに迷惑をかけてはいけないので、マスクをし

たままで発言をさせていただきたいというふうに思います。聞き取りにくいところがあ

れば、また聞いていただけたらと思います。  
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それでは、まず１点目ですが、職員の体制についてということで書かせていただきま

した。これにつきましては、私と同じ年代もしくは一つ上ぐらいの職員さんが斑鳩町に

はたくさんおられました。そういう中で、今後大量の退職者も出ることから、私は、尐

しようけ目に採用をしていって、職員の育成というものにも力を入れてやっていってほ

しいというような希望も申しあげ、職員の採用についてはいろいろこの間にも申しあげ

てきました。けれども、毎年、もうここ４年ぐらいですかね、ふたを開けて見れば、結

局毎年減っているんですよね。採用数が退職者を上回ることはなかったんです、私が言

い続けてからね。もう大概頭打ちぐらい減ってきているのに、まだこれを斑鳩町は採用

が尐なくて、やめる人のほうが多い。これをどこまでどう続ける気なんだろうと。この

ごろ言いかけて４年ぐらいたって、もういよいよ私も不安になりましてね。今でも臨時

職員さんが目立つような状況の中にあって、そして今どきの若い職員さんたちを育成す

るっていうことが企業やどこででも大変難しいと言われている中で、皆さん方、管理職

の皆さん方が丁寧にきちっとした行政マンを育てていくという観点からも、これについ

てはもう尐しきちっと考えながら採用をしていっていただかないと、今はよくても斑鳩

町はこれからも未来永劫続いていくわけですから、将来を見越してこの辺のところは考

えていただきたいというふうに私はずっと思っております。私たちももうあと何十年か

でいなくなるかもしれません。けれども、その私たちがいなくなるときに、この役場が

どうなっているのか、そのことはとても心配です。そういう意味でも、今後の正職、正

規職員というものをどういうふうに採っていくのか、どういうふうなあり方が望ましい

というふうに思っておられるのか、この辺がね、私はこの間ずっと言い続けながらも、

斑鳩町の考え方が見えてこないという思いですので、この際ですから町の考え方をお聞

かせいただきたいというふうに思います。  

○議長（中西和夫君）  乾総務部長。  

○総務部長（乾善亮君） 正規職員の今後の考え方についてのご質問でございますけれど

も、職員採用におきまして退職者補充を基本としておりますが、近年、早期退職や年度

途中での退職等があり、退職者に比べて採用が尐ない状況が続いておりますことから、

退職者の予定者を上回る採用に努めているところであります。今後もそのようにしてま

いりたいと、このように考えております。  

○議長（中西和夫君）  １３番、里川議員。  

○１３番（里川宜志子君）  そう努めていきたいと言いながら、もう毎年毎年ね、できて

いないわけなんですよね。そうしたら、そのできていない理由は何なのか。じゃあ、で
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きるためにするにはどうしたらいいのか。同じことを何年も繰り返して、やっぱり町と

してね、責任ある立場にある町としてね、誰か一人の責任の、ああ、失敗やった、これ

失敗したなあ、ああ、次やり直ししようっていう簡単な問題ではなくて、町としての指

針を持った姿勢として、努めているけどできないと言うて、これだらだら何年もきて、

それで今後も努めてまいりますだけではね、私、それはちょっと信用できないんですよ

ね。もう町、何年これ言い続けているんや。いつ、それなら私、信用したらええんやろ。

常々、もう毎年、私は見させていただいていますが、結局言っても言っても、今年度、

２０１４年度ですね、平成２６年度も結局は新採で来ていただく職員さんを上回る退職

者が出てしまっているという状況なものですからね、もう本当にますます、行政大丈夫

かな。 

いろいろな施策を頑張ってやっていただけるのも、財政上のいろいろなバランスを見

てやっていただけるのもありがたいですけれども、その事業を進めていくのは、職員な

んですよ。職員がいかに住民サービスをできるか。そしてまた、高齢者がふえる中で、

職員自身がその事業の内容をきちっと把握して、高齢者の皆さんにも制度がころころ変

わろうが説明責任を果たせる、そういう能力を持つ職員を育成する。それが町の責務じ

ゃないでしょうか。そういうことから、やはりもっと腹に据えて、きちっと職員採用と

いうものをとらえて、責任ある定員の確保、こういうものをやっていっていただけるよ

うにお願いをしていただきたいと思います。  

そして、二つ目の問題なんですが、退職者を上回る職員の採用をしたい。けれども、

なかなかうまくいかない。何がそううまくいかないのかは私にはわかりませんが、ただ

言えることは、年金が６０歳から満額もらえた時期には退職勧奨といい早目にやめられ

る方、肩たたきと言われる時代も、私が議員になってからそういう時代がありました。

けれどもこの間にいろいろ制度が変わりまして、年金の満額支給は６５歳からになりま

した。そうすることによって管理職の皆さんも６０歳までは、定年までは勤められるん

やから勤めましょうという、そういうふうな動きにもなってきましたし、实際６０歳ま

で勤められる方もたくさん出てこられました。でも、その反面、定年までいかずに、定

年までの年齢を幾つも残して、５０代半ばであったり、ちょっとね、早期退職いうたっ

て入ってきて３年ぐらいで、３年未満でやめるというような職員さんも出てきますけれ

どもね。ただ私は、３年未満でやめるというような職員の採用の仕方も問題があるとは

思うんですけれども、せっかく長年斑鳩町のために働いてきて経験を積んできた職員が、

定年まで勤めずにあと何年か残してやめてしまう、こういう状態がこれまで続いてきて
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いることも事实なので、これは非常に私は残念だな。職員が尐ない状況にあるのにさら

にやめる、そしてやめることによって採用より退職者のほうがふえる、こういう悪循環

が続いているということについては、私、よそも同じ行政っていったら市町村みんなよ

そもこんなことなんかな、どうなんかなと思ってちょっと聞いてみるんですけれども、

やっぱりちょっと違うかなって。斑鳩町は何か特殊なような状況があるように私は感じ

てならないんです。この点についてですね、町はどのようにこの現象をとらえて、そし

て問題意識を持っておられるのかどうかというこの辺のところをお聞きかせいただきた

いなというふうに思っております。  

○議長（中西和夫君）  乾総務部長。  

○総務部長（乾善亮君） 平成２５年１０月に公表されました厚生労働省の調査によりま

すと、早期退職する原因といたしまして、まず、若い世代においては、大学生など新規

に卒業した者の３年以内の離職率が大卒で３１％、短大の卒業者で３９．９％となって

おります。この原因は、最近の若者像の変化等が影響しているのではないかと考えてお

ります。  

一方、早期退職の原因といたしましては、元気はつらつと働いておられる職員が、身

体的な健康上の問題あるいは精神的な面での健康上の問題で早期退職される場合があり

ます。また、スピードと変化が求められる時代に、緊張感を持たず、問題意識も持たず、

自己研さんにも努力しないで仕事についていくことができなくなり、その結果、部下と

の調和ができずにやめられる場合もございます。 

このように、原因は職員個人の事情あるいは家庭の事業等いろいろな事情が絡み合っ

ているものと考えております。  

○議長（中西和夫君）  １３番、里川議員。  

○１３番（里川宜志子君）  今、総務部長がそういうふうに答弁していただきましたけど

ね、私、人事考課制度が導入されるとき、いろいろなことを申しあげてきたんですけど

も、ただ、人事考課制度導入して何がいいかというと、職員との会話、対話ですね、対

話をして、いろいろその職員が何を考えているとかそういうのがわかる。ただ単にその

個人を評価するだけではなくて、持っている問題なんかもいろいろ聞き取りをすること

もできる。そして、個別にいろいろな指導もできる。そういう利点もあるというふうに、

人事考課制度導入のときに私たちはいろいろなことを申しあげたときに、町のほうはそ

ういうふうに確かおっしゃったと思うんですね。それが結局は十分生かされていないん

じゃないですかということを言いたいんです。人事考課制度によって各職員と管理職の
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皆さんがいろいろお話をされる中にあって、職員さんのやる気だったり、そしてまた能

力を伸ばしていくということであったり、また、発想の転換であったり、いろいろ今、

行政には求められる職員の資質というものをやっぱりいかに伸ばしていくか。今の部長

の答弁であれば、やはりそういうことに限界を感じた方がやめられるというようなこと

をさらっと、さらっと部長言わはりましたけど、私はそういうことがあってはならない

のではないかと。斑鳩町内において、やはりそういう職員さんが出てこないように、先

日も生き生きプラザでたくさんの職員さんとお会いしました。斑鳩町の衛生委員会が行

われていたと思いますが、やはりいろいろな意味でそういう衛生委員会もされ、また、

人事考課制度でいろいろな職員さんとの対話であり、いろいろなことをやる中において、

一人ひとりの職員さんを大事にしながら行政を進めていく、その姿勢こそが一人ひとり

の町民さんを大切にする行政マンを生んでいくのではないか、私はそのように考えてい

ます。 

ですから、今、非常に残念なことにさらっと総務部長に答弁いただいたわけなんです

が、そういう点についてもう尐しやっぱり考えていっていただきたいと思います。そし

て、答弁の前段にありました、３年以内に新卒者がやめる割合をおっしゃられました。

ですから、だからこそ、離職率が大卒でも３１％とおっしゃいました。だからこそその

離職をされないような情熱を持った、行政に対して情熱を持った新規採用、職員の採用

できる能力をやっぱり幹部が持つべきなんですよね。そういう採用の仕方、試験のあり

方、ノウハウ、こういうものをどうしていくのか研究しながら、離職率３１％に入らな

い残りの約７０％に当たるような方たちをうまく採れるようにするのが町長初め幹部の

皆さんの能力ではないかと私は思っております。ですから、そういうことも含めて、職

員の採用の仕方であったり、そしてまた早期退職がなぜこうたくさん出てくるのかとい

うことであったり、もっと真摯に受けとめながら行政を進めていっていただけるように

強くお願いをさせていただきまして、次の質問に移らせていただきたいと思います。  

二つ目に挙げさせていただきましたのは、介護保険の今後についてということです。

前回も質問をさせていただきましたが、十分なお答えはいただけておりません。けれど

も、もういよいよですね、次の６期の計画にちょうど１年前になりました。早ければも

う条例の骨子というのは１２月議会ぐらいには出してこなあかんのちゃうかなと思って

いるのですけれども、そういう意味ではこの間、私の知る限りでも直近で２回ほど介護

保険の運営協議会も開かれていると思います。その中にあって、いよいよその要支援者

のサービス提供、これについて動きというものがあったのかどうか。前から言っていま
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すように、要支援１、２の方のサービスを介護保険からはずして自治体の事業としてや

るようにということになって、私は、言うように、ほとんどが利用される方も多分、要

支援者１、２の中の訪問介護、通所介護、この辺が６割から７割ぐらいを占めていると

思うんですよ、その要支援者１、２のサービスの中の。それを市町村にやれと。それも

利用料はようけ目に取りなさいと。利用料をようけ目に取れ、それでその公費の負担を

軽くするためにＮＰＯ法人やボランティアの組織せよとかむちゃくちゃなことを言いま

すけど、こんなん１年で大体の下地つくらんと条例もつくりにくいですからね。この下

地を本当につくれるのかどうか。条例をつくっていかんと、その次の６期の３年間の計

画の基礎になりますから、それは正式移行、２９年やったとしても、２６年からある程

度のことをやらんとあきませんのでね。だからそれを本当にできるのかどうか、私は不

思議でしょうがないんで。 

先日ちょっと新聞見てましたらね、やっぱり各自治体も悩んではって、中央社会保障

推進協議会というところが全国の市町村宛にアンケートをとらはったんですね。そうし

たら、返ってきたのは７００ぐらいしか返ってきていませんけれども、でも、自治体の

３割が不可能っていうふうに答えていたと。そして、４０％ぐらいが判断ができかねる

と、こうなっているんですよね。恐ろしい制度ですよね、これ。不可能ちゃうかなとい

うのが３０％で、判断がでけへんが４０％で、こんな被保険者に対して無責任な状況っ

てないなあって私思っているんですけども、この状況について、今、運協もこの間から

やってはるとは思うんですけれども、私が言いたいことは今言ったようなことだけれど

も、結局斑鳩町としては、財源の確保やったり利用者負担だったり単価設定もいろいろ

あるやろうけれども、この辺のところ、どこまで今、運協のほうにも示されて、どんな

ふうに進めていってはるのかなというのが。今後また私も運協のほうも傍聴も行かせて

いただこうとは思っているんですけどね。ただ、現時点でどういう状況なのかっていう

のを尐し聞いておきたいなというふうに思っています。  

○議長（中西和夫君）  植村住民生活部長。  

○住民生活部長（植村俊彦君） 現在、国におきましては介護保険制度の改正の審議が進

められているところではございますが、その中で、質問者もおっしゃいましたように要

支援者の予防給付のうち介護予防訪問介護と介護予防通所介護につきましては、平成２

９年度末までに全ての市町村において地域支援事業に移行して实施するという改正内容

になっております。  

この制度改正の趣旨でございますが、全国一律のサービスの種類や内容、運営基準、
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単価等によるものではなく、市町村が地域の实情に応じたサービスを提供できるよう見

直しがなされるということでありまして、また、サービスの担い手につきましても、従

来の介護サービス事業所のほかに、先ほどおっしゃられましたようなＮＰＯ法人やボラ

ンティアの活用といった多様化を实現し、効果的かつ効率的にサービス提供できるよう

にとするというものであります。ただ、専門的な身体介護サービスを必要とする方には

従来どおりの介護サービス事業所によるサービスを担っていただき、それ以外の簡易な、

例えばごみ出し等のような生活援助を必要とする方にはＮＰＯ法人あるいはボランティ

ア等の多様な担い手によるサービスの提供を可能にするというものでありまして、要支

援と認定された方が現行の水準のサービスを受けられなくなるという、いわゆる要支援

者の切り離しではないと国のほうは説明をしているところでございます。ただ、町とい

たしましては、その基盤整備というのが当然課題になるというふうには考えております。

スムーズに制度移行ができるよう取り組んでまいるということでございます。  

また、移行後の財源構成ではございますが、現行の介護予防事業からは変更がないと

されております。また、事業費の上限につきましても介護予防給付費から移行する費用

を賄うことができるよう設定される予定であると聞いておりまして、その後は各市町村

の高齢化率等も勘案されて設定されるとともに、上限額を超える場合の対応につきまし

ても個別に判断される仕組みが設定されるという予定で聞いております。  

まだまだ決まっていないことも多くありまして、その各市町村において事業の円滑な

实施を支援するため、国においては一定の指針、いわゆるガイドラインを策定されると

いう情報も今のところはあるということは聞いている段階でございます。３月中、今月

中には県が主催しますこの件を含む制度改正の説明会を開催されるという予定となって

おりまして、引き続き町といたしましては情報収集を行いまして、利用者の方が制度改

正について不安を抱かれないよう、周知や説明も含めサービスの円滑な移行に努めてま

いりたいというふうに考えております。  

また、２６年度に策定を行います第６期の介護保険事業計画、高齢者福祉計画の中で

も、本町の高齢者の实情、ニーズ等の把握には十分努めてまいりたいと考えております。  

○議長（中西和夫君）  １３番、里川議員。  

○１３番（里川宜志子君）  現在の利用者に大きな影響が出ないようにとか、それから今

の枠を壊さないようにとか、いろいろ部長、答弁はしていただきました。けれども、私

は国レベルでいろいろ情報誌、情報を書かれている本を読んでおりますとですね、市町

村に対して、自然増ですね、介護保険の給付の自然増は５から６％増加するだろうと。
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けれども、その費用を７５歳以上人口の伸び率と同じ３から４％に抑えるようにするこ

とというような細かいそういう指示、幾つも出ているていうのは私、見ているんですね。

ですから、こういうとこら辺をどうクリアしていくのか。そして、利用料についてもね、

その要支援者の利用料についても要介護者の利用者負担割合を下回らないこととされて

おりまして、そして、自治体の判断で負担割合を１割以上にすることはできても引き下

げることはできませんってなっているんですよね。ですから、結構国はいろいろなこと

を介入してこうせいああせい言うてきているんですわ。細かいところの数字まで押さえ

て見ていったらいろいろなことが書いてあるんですね。今、部長、答弁してくれはった

ように、３月中にまた会議も持っていろいろと説明もあるようなので、今後の動向も見

ながら、また介護保険の運協の傍聴などもしながら、私はこの問題、この今回の第６期

というのは２０００年から始まった介護保険の中でも大きく変わるものすごい重要なも

のだというふうな位置付けで私自身は見ていますのでね、また運協にも参加をしながら、

またいろいろなご意見申しあげたいというふうに思います。  

それとですね、二つ目に書かせていただきましたのが保険料の動向なんですけれども、

そういうふうに保険から切り離して地域支援事業にして市町村に要支援１、２、責任持

たしてとかいう中にあってですね、もう既に介護保険の保険料というのは厳しい状況に

きていて、２号被保険者の保険料自身も新しい、４月からですね、とうとう一人当たり

平均すると５，２７３円という５，０００円の大台に乗っていくということが新聞で発

表されております。そんなふうに高額になってきている。これも制度の成り立ちの中で

の公費の負担割合であったりいろいろな問題点があるんだというふうに思っております

ので、我が町の国民健康保険でもものすごい累積赤字を出して一般会計から補填をしな

いといけないというような状況にもなってきましたけれども、さらにですね、こんなふ

うに２号被保険者の保険料まで上げていく。そして、社会保障のためといって消費税も

上がりますが、結局はそうやっていろいろなものが上がっていくわりにサービスはどう

なのか。サービスは低下をしていくのではないかというそこのところの見方ですね、私

はちょっと気になっているんですけれども、第６期の計画では保険料も合わせて議論が

行われるというふうに思いますけれども、２号被保険者の保険料もこんなことですので、

１号被保険者の保険料についての動向としても現状どんなところにあるのかなというの

は非常に関心の高いところですので、お尋ねをしておきたいというふうに思います。  

○議長（中西和夫君）  植村住民生活部長。  

○住民生活部長（植村俊彦君） ご承知いただいているとは思いますけれども、第１号被
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保険者の介護保険料の総額は、原則としまして介護保険給付そのものに比例していくと、

比例して設定されるという仕組みになっております。第６期計画以降の介護保険料につ

きましては、今後も高齢者数や受給者一人当たりの給付額等も増加していくことが見込

まれます。また、介護報酬の引上げも行われることが予想されますことから、介護給付

全体が増加しまして、結果として介護保険料が大幅に引き上がる方向にあるものと現段

階では考えております。 

○議長（中西和夫君）  １３番、里川議員。  

○１３番（里川宜志子君）  わかりました。多分そういうことだろうというふうに思って

おります。けれども、やはり制度そのものをきちっと見ていかないと、今、部長言った

ように給付に基づいてその保険料を設定される。だけどね、今度消費税上がったり何や

するのでもね、皆はそういう負担がちょっとでも軽くなるねやったら、社会保障にそう

いうものを使われるねやったら消費税上がっても仕方ないかなって、そんなふうに考え

てはる人だって世の中にはたくさんいてるわけなんですね。ですから、粘り強くね、や

っぱり今の国の負担割合がいいのか、それがおかしいのではないのかとかそういう疑問

も持ちながら、県や国に対して常にそういう意見を上げていっていただきたい。そして、

今後上がっていく消費税がどのように使われていくのか、正しく社会保障のために使っ

ていただけるのか、それは行政を担っておられる皆さま方もきちっと見ていっていただ

きたい。私たちも見ていきます。でも、行政を預かっておられる、社会保障、特に大切

に考えてやらないといけない直接の窓口の市町村は、市町村というのは、もうそこにお

住まいの住民さんの顔が見えるわけですからね、本当に正しく使われているのか、そう

いう意識を持って今後も進めていっていただきたいということをお願いをして、次の質

問に移らせていただきたいと思います。  

３番目に書かせていただきましたのは、非婚のひとり親支援についてっていうことな

んですが、私たち、このことについてあまりこれまで深く考えなかったって言ったら言

い方が悪いかもわからないんですけれども、昨年の９月に最高裁で法律上結婚していな

い子どもさんに対する遺産相続の決定が出まして、その後、１２月に相続に関して民法

の改正が行われた。その辺からですね、ちょっと注目をされるようになってきた問題だ

というふうに思っているんですけれども、ここの、非婚であるということは未婚という

意味ですよね。結婚をされていない、また、結婚をして死別であったり離別であったり

した方というのはね、寡婦控除というのがあるんですよね、税金の中にはね。寡婦控除

を受けることができるということになっております。その辺の寡婦控除の考え方、民法
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はもうこういうふうに改正もされましたけれども、所得税法上または地方税法上、この

寡婦控除というものについてですね、非婚であっても母子家庭さんというような状況と、

一旦結婚して離婚されているとかそういう方とで寡婦控除の取扱いについて、改めてき

ちっとお尋ねをしておきたいなというふうに思います。  

○議長（中西和夫君）  乾総務部長。  

○総務部長（乾善亮君） 税制上の寡婦の定義につきましては、所得税法では第２条第１

項第３０号で、また、地方税法では第２９２条第１項第１１号で規定をされております。

その定義の内容といたしましては、一つ目として、夫と死別・離婚した後再婚していな

い方や夫が生死不明などの方で、扶養親族がいる方または生計を同一にする子のある方

であります。この場合の子は、総所得金額等が３８万円以下で、他の人の控除対象配偶

者や扶養親族となっていない方に限られております。二つ目として、夫と死別・離婚し

た後再婚していない方や夫が生死不明などの方で、合計所得金額が５００万円以下の方

となっております。  

なお、税制上では、みなし寡婦控除の適用はございません。婚姻関係があったことが

前提の制度となっているところでございます。  

○議長（中西和夫君）  １３番、里川議員。  

○１３番（里川宜志子君）  そうなんですね。結婚していようがしないまま出産をしよう

が、生まれてくる子どもは親を選んで生まれてくるわけではありません。そんな中にお

いて、昨年、相続の問題で最高裁まで闘われて民法の改正まで行われたという中で、ま

だ所得税や住民税においてはそういう寡婦控除というものが存在しておりましてですね、

一旦結婚したかどうか、していないかで控除が違うというような状況が生まれています。

けれども、果たしてどうでしょうか。子どもにかかわる問題としては、親がどうしよう

がその子どもを健やかに成長させる、その子たちの成長のために大人たちがいろいろな

場を提供するっていうのはどの子でも一緒じゃないかなということの中から、全国では

もう６０あまりですね、６０数自治体、６０超えているというところまでしか私、ちょ

っとつかんでいないんですが、例えば保育所であったら、みなし寡婦控除の制度を取り

入れて適用をしている、そして、保育料を減額しているというふうな状況があるわけな

んですけれども、斑鳩町では、その辺のところはどんなふうにお考えになられますか。  

○議長（中西和夫君）  植村住民生活部長  

○住民生活部長（植村俊彦君） 現行の保育所の保育料につきましては、国の基準に基づ

きまして、所得税額または住民税の課税状況等により保育料を算定しているところでご
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ざいます。したがいまして、寡婦控除につきましても、税法上の取扱いということにな

りますことから、婚姻によらないひとり親の方につきましては寡婦控除の適用はござい

ません。  

しかしながら、質問者もおっしゃいましたように、婚外子相続格差について昨年９月

の最高裁の違憲判断がありましたのと同様に、婚姻、結婚歴の有無により適否を決めま

す寡婦控除について制度改正を求める声があるということや、尐数ではありますものの

一部自治体で、保育料の算定に当たりましては婚姻によらないひとり親を寡婦とみなす、

いわゆるみなし寡婦控除を適用しているということは承知しております。今後の議論、

動向をもちろん注視するとともに、その情報収集には努めてまいりたいと現段階では考

えております。  

○議長（中西和夫君）  １３番、里川議員。  

○１３番（里川宜志子君）  ということは、これね、その親子さんに大きくかかわる問題

としては、保育料の問題。それともう一つあるのがね、公営住宅なんです。公営住宅の

家賃の決定にもこれが影響してくるんです。町営住宅を所管してはる担当におかれまし

ては、この点についてどのようにお考えになられますか。  

○議長（中西和夫君）  藤川都市建設部長  

○都市建設部長（藤川岳志君） 町営住宅の家賃につきましては、入居者の所得等をもと

に家賃の算定をしております。寡婦控除につきましても、税法上の取扱いとなりますの

で、保育料同様、婚姻によらないひとり親につきましては控除の適用がないという状況

でございます。  

○議長（中西和夫君）  １３番、里川議員。  

○１３番（里川宜志子君）  子育て支援をものすごく力を入れて斑鳩町はやってきており

ます。一人ひとりの子どもたちを大切に育てていこうという私たち大人の意気込みも非

常に強いものがあります。そんな中にあって、同じように母子家庭さんであるのに、一

度結婚しているのか、いや、一度も結婚しなかったのかということでそういうふうに住

むところの家賃であったり、子どもを預けて仕事に行く、でも、そのときの保育料であ

ったりにそういう差が出てしまうっていうことについては、私はぜひとも避けてほしい

と思います。  

先ほど住民生活部長、尐数ではあるけれどもみなし寡婦控除を取り入れている自治体

があるとおっしゃいました。私は、６０を超えると言いましたけれども、それをまあ、

尐数やとおっしゃられました。でも、斑鳩町は子育て支援のために２６年度、新年度か
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ら、まだ奈良県下のどの市町村もやっていないＢ型肝炎の予防接種の補助、まだ全国で

１７番目であるその補助をやるじゃないですか。そんな立派な自治体なんですよ、斑鳩

は。何でもう既に６０もやってはるこのことが斑鳩町で議論にならずに、斑鳩町がこれ

をようしなかったのか、まだしていないのか、私は逆に不思議です。ぜひやってくださ

い。本当に未婚であっても離婚であっても、そこに子どもがいるっていうことについて

は何も変わりません。その子どもたちの未来のために私たち大人がちゃんと基盤をつく

ってあげる。同じ収入なのに保育料が違うんだというようなこういう状況にならないよ

うにやっぱりやっていくということ、それは大事なことだと思います。これは私は力を

入れて、皆さんにぜひともお願いをしておきたい。今後やっぱり研究をしていただいて、

早急にこういう考え方を持った自治体であってほしいということをお願いをして、次の

質問に移らせていただきたいと思います。  

そうしたら、四つ目に移ります。ここには、自立支援医療についてというふうに書か

せていただきました。私もね、ちょっと勉強不足だったんですけれども、この自立支援

医療という言い方で精神障害の方の通院なんかの給付を、補助を出すという、そういう

やり方でやってこられた。でも、この制度を今度、何か変わるんですよね。制度が変わ

るんですけれども、現在のその自立支援医療というのは、精神障害者の方の分について

は通常償還という形になっているということなんですね。私たち斑鳩町が中学校まで医

療費を無料化するんやとかいろいろやってきまして、身体障害者の方やったりいろいろ

な母子家庭さんやったりいろいろなことでやってきていますけれども、これら皆、自動

償還という形でやっています。私たちは、窓口払いなくしてほしいなというのは一番な

んですけれども、それはまあ国がペナルティー課しているからということで、今、結局

奈良県が窓口払いなくすことをやめると言われたんで斑鳩町もそれに従って今は窓口払

いしていますけども、ただし、償還払いされるときに自動償還という形で、１回申請し

ておけば勝手に銀行のほうに振り込まれていくというふうな自動償還という形を採って

いただいていると思うんですが、なぜこの精神障害というのは通常償還なのか、現在で

すね、この辺もちょっとわからないんですが、そして今後制度が変わっていくというふ

うにも聞いているんですけれどもね、ちょっと精神障害というのはもともとからの町が

行う施策とかではなくて、県が行う施策の中で精神障害とかいろいろいうのは以前から

あったものですから。そして、いろいろ取り組みの中で相談だったりしたり、７町でや

るとかね、いろいろなやり方があって、身近に私たちがあんまりわかっていない部分と

いうのもあることから、この際ですので、この辺のところについてちょっとお聞かせを
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いただき、そして、制度のことと合わせて、なぜこれが通常償還なのか、そして今後ど

うなるのか、制度が変わってもどうなるのか、この辺についてちょっとお尋ねをしてお

きたいなというふうに思います。  

○議長（中西和夫君）  植村住民生活部長  

○住民生活部長（植村俊彦君） 本町の精神障害者医療費助成制度は、奈良県の補助基準

に基づきまして实施しております。その対象は、国民健康保険及び一定所得未満の社会

保険の被扶養者で精神疾患の自立支援医療の適用者の保険診療のうち、自己負担に相当

する額を助成しているというものです。そもそも奈良県のこの助成事業は、ちょっと繰

り返しになりますけれども、障害者総合支援法の中に自立支援医療ということがありま

して、精神障害者の通院医療です。これで一旦医療機関で支払った自己負担額で、これ

は福祉医療と同様に、県の場合には５００円の利用者負担を払っていただいた後それを

助成するということですけれども、本町におきましてはその５００円分も助成をさせて

いただいていると。これは５００円分の助成については本町単独で補助をさせていただ

いているという分です。これにつきまして、今回、この県の助成の対象が、現行の自立

支援医療の適用者から精神障害者保健福祉手帳の１級、２級の所持者に拡大されること

となります。さらに、精神科の通院のみがこれまで助成の対象であったものが、全診療

科の入院・通院が対象とされることになりまして、平成２６年の１０月１日から实施と

いうふうになっております。  

なぜ通常償還なのかということですけれども、県の補助の仕組み上、ひとり親世帯や

子ども医療費あるいはそのほかの身体障害者の医療費のような、いわゆる県でいうと福

祉医療制度の枠組みの中にこの精神障害者の方の医療費助成が入っていないということ

で、全く別の枠組みの中で行われていることから、本町におきましても、県レベルで自

動償還をやっている以上、県のほうでやっていただけないので、本町でも通常償還で行

っているというのが状況です。これにつきまして、現段階では県の説明では１０月以降

も通常償還のままでやっていくというふうに私どもは説明を聞いているところでござい

ます。 

○議長（中西和夫君）  １３番、里川議員。  

○１３番（里川宜志子君）  それは県の事務レベルの問題であって、住民サイドにはほん

まにわかりにくい問題ですよね。私聞いていても、そんなんおかしいやんと。福祉医療

と同じような考え方で、そうやって精神障害者の方もいろいろな医療を無料で受けられ

るようにしましょうと、そして斑鳩町では全ての福祉医療と同じように５００円の負担
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金も斑鳩町では負担しますと。ここはもう斑鳩町が立派なところなんですが、頑張って

いただいているところなんですが、これをやりながらも、なぜ同じような取扱いにでき

ないのか。今の部長の答弁では、担当課が違うと。せやけど、担当課違ったって同じ奈

良県ですよね。同じ奈良県やのに、担当課が違うから、片一方は自動償還できるけど片

一方は自動償還できなくて通常償還やって、これどうなんですか。私、全く理解できな

くて。同じように障害者を持った方たちが利用できる事業ですやんか、それは。そうい

う方たちを助けていただける、助成していただける事業でしょ。だけど、なぜその中の

うち、この人たちだけは通常償還ですよ、せやけどこっちの人たちは福祉医療やから自

動償還ですよって。そんなんどう説明付くんかなと思ったら、県の担当課が違うって。

これおかしいですよね、完全に。私にしたら、そんなおかしな話ないやんかというふう

に思っているんですが、それらについて、何か会議とか県下の市町村集まったりしたと

き、そういう意見なんかは出ていないんですかね。  

○議長（中西和夫君）  植村住民生活部長  

○住民生活部長（植村俊彦君） 尐しちょっと説明が足りなかったところがございますが、

２月に開かれました県の事業説明会では、この精神障害者医療費助成の見直しは、県の

説明では、現行の制度を継続することから、福祉医療制度を適用するとすればシステム

の構築の難しさや窓口の複雑化など懸念されることから、現行制度の拡充ということで

通常償還にしたという説明でございます。しかしながら、私どもも含む市町村からは、

なぜ福祉医療制度と同じ通常償還にしないのかと、あるいは対象者や全診療科の入・通

院の拡大によって今まで以上に私どもの事務量も大幅にふえるので通常償還では対応で

きないといった意見が各市町村からは多く出されております。また、２月に開かれまし

た県議会の厚生委員会でもこの通常償還の問題が取り上げられたと聞いておりまして、

その場でも、手続きのたびに役所の窓口に領収書を持っていかなければならない障害者

の方には難しいのではないかと、あるいは市町村の事務量は半端なものではないぐらい

ふえるだろう、さらに、福祉医療制度で实施すべきだといった意見が数多く出されてい

るということで私どもも認識しております。  

○議長（中西和夫君）  １３番、里川議員。  

○１３番（里川宜志子君）  平成２６年１０月からっていうことですのでね、もたもたし

とったらもう通常償還のままで行かざるを得なくなってしまうかもしれません。ここは

ね、でもやっぱり町としてもね、こんなん、障害の種別によって逆にその償還されるシ

ステムが違うっていうようなそういうやり方、担当課が違うからって住民につかないよ
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うな説明をせんとあかんような通常償還っていうものはやっぱりなくしていっていただ

きたいな。そして、１０月までにも間に合わなかったとしてもね、さらに声を上げ続け

て、全制度やっぱり同じように自動償還なら自動償還で全てがいけるような形を考えて

やっていっていただきたい、そういう要望をして、担当課のほうも県のほうへも声を上

げ、会議があればその都度そういうこと言っていっていただきたいということをお願い

しておきます。  

ただ、先ほどですね、斑鳩町は５００円の負担も助成しているということの中で、こ

こにちょっと表があるんですけれども、实に斑鳩町はですね、２４年度の自立支援医療

の精神の通院状況を見ますと、まあ近隣の市町村に比べましたら、受給率が８９．１と

とても皆さんに使っていただけている。ひどいところなんかはとても低いような状況で、

これ受給率、全体で６０％ぐらいしかないんです、平均。平均６０％ぐらいしかないと

ころを斑鳩町が２４年度８９．１という数字が出ているのを見て、まだ私は斑鳩町の精

神障害の皆さんにある程度十分な医療っていうものが一定受けていただけているのかな

ということをこの数字を見て尐しは安心はしたんですが、さらに必要な医療が受けられ

るように自動償還を目指して担当としては頑張っていっていただきたいということをお

願いをして、終わらせていただきます。ありがとうございました。  

○議長（中西和夫君）  以上で、１３番、里川議員の一般質問は終わりました。  

１０時４０分まで休憩いたします。  

 

（午前１０時１９分 休憩） 

（午前１０時４０分 再開） 

 

○議長（中西和夫君）  再開いたします。  

次に、５番、伴議員の一般質問をお受けいたします。  

５番、伴議員。  

○５番（伴吉晴君） これから一般質問を始めさせていただきます。よろしくお願いいた

します。  

まず、学校給食についてでありますが、斑鳩の学校給食は、調理・洗浄業務を業務委

託されておられますが、食材の発注はどのようにされているのか、また、地元斑鳩で食

材の採用状況をお伺いいたします。  

○議長（中西和夫君）  清水教育長。  
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○教育長（清水建也君） 当町の小・中学校の給食におきましては、ご存じのように自校

方式により各校によって調理を行っております。斑鳩小学校以外の小・中学校につきま

しては、調理・洗浄業務を業務委託をし、給食を实施しております。発注につきまして

でございますけども、給食の献立につきましては各学校の学校栄養士が毎月集まって献

立会議を開きまして、栄養のバランスなどを考え決定をしているところでございます。

そうした決定した献立をもとに、食材の発注につきましては各学校の栄養士が行ってい

るところでございます。 

斑鳩で収穫された食材が給食で使用されているかどうかということでございますが、

現在、収穫できる量などによりまして品数はまだ尐ないのでありますが、斑鳩町農業振

興会の協力によりまして、町内で収穫されたジャガイモ、タマネギ、丸ナス、梨につい

て給食食材として納品をいただいております。  

今後も食の安全を十分確保するとともに、学校栄養士が中心となって食育を進めてま

いりたいと考えております。  

○議長（中西和夫君）  ５番、伴議員。  

○５番（伴吉晴君） 確かに収穫できる量の問題から品数を多くできないことは理解でき

ますが、斑鳩産の食材を使用することによる子どもたちへのよい影響が出ると考えるの

ですが、今後の給食の地産地消への取り組みをお伺いいたします。  

○議長（中西和夫君）  清水教育長。  

○教育長（清水建也君）  斑鳩町におきましては、学校給食を中心に食育を推進しており

まして、食育は身体だけではなく心も育てると考えております。毎日食べるものへの感

謝の気持ちでありますとか、旪の食べ物から季節の移り変わりを感じる心、五感の働き

を通しておいしいと感じる感覚を育てるよう努めております。  

これまでも地域の産物を学校給食に活用するため、ジャガイモやタマネギなどの食材

を斑鳩町農業振興会から購入し、給食だよりやあるいは校内放送で児童・生徒に斑鳩の

野菜として伝えているところでございます。また、総合的な学習の時間を活用して、地

域の農家の皆さんの協力を得まして米や野菜を栽培し、収穫物でお米パーティを開いた

りといった取り組みも行っております。  

今後も斑鳩町の物産をできる限り活用し、給食と総合的な学習の時間での農業体験や

家庭科など各教科を連動させて、子どもたちがみずからの体験を通して望ましい食生活

の営みを学ぶことができるよう、また、食の安全に十分配慮しながら地産地消を進め、

地域、生産者への子どもたちの関心を高めるための教育を行ってまいりたいと考えてお
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ります。  

○議長（中西和夫君）  ５番、伴議員。  

○５番（伴吉晴君） 校内放送で児童・生徒に斑鳩町の野菜が給食で使用されていること

を伝えているのは意味のあることだと思います。今後とも、食育を進めるためにも斑鳩

産の食材をできるだけ使用していただくことをお願いいたしまして、次の質問に移らせ

ていただきます。  

子どもの遊び場についてであります。子どもたちが伸び伸びと遊べる場所がないとい

う声をよく耳にするのですが、私の子どものころを思い出すと、山や川や空き地などで

日が暮れるまでいろいろな友達と遊んだ楽しい記憶がよみがえります。それらの体験は、

大人になってからもすばらしい思い出になっていることを考えますと、今の子どもたち

の外遊びをする場所はどのような状況で、町はどのようにその状況について考えておら

れるのかをお伺いいたします。  

○議長（中西和夫君）  清水教育長。  

○教育長（清水建也君） 子どもの遊びでございます。質問者がおっしゃいますように、

子どもの遊びは体力、社会性、感性、創造力などを育む大切な活動であり、その場所の

確保も必要であるというふうに考えております。特に外遊びにつきましては、自然に触

れ合って思い切り体を動かすことから、子どもたちの心身の健全な発達にとって大変重

要であると考えております。質問者も自分の子どもの頃をお話をされたところでござい

ますが、私自身も、子どもの頃は学校が終わったら仲間と集まって、自分たちで遊び場

を見つけて、空き地等で野球したり、工夫していろいろな遊びしたというふうに記憶を

しております。今の子どもを見ておりますと、整備されたところでしか遊んでない、そ

ういった状況も見られますので、ある意味一方で寂しさを覚えるような状況でございま

す。 

子どもたちの外遊びが尐ない原因についてでございますが、都市化の進展に伴います

遊び場の減尐が一つあるかというふうに思います。また、インターネットあるいはゲー

ム機などの急激な普及というものがございます。そして、地域における社会環境あるい

は保護者の意識、態度、そういったことが屋内遊びに比べて外遊びが尐ないことの要因

ではないかというふうにも考えております。  

町教育委員会では、これまで放課後の子どもの居場所づくりの一環として、放課後子

ども教室の開設を行ったり、学校におきますキャンプ等の体験活動を通じまして子ども

の外遊びを促進する取り組みを進めてきたところであります。子どもの豊かな感性や健
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全な心身を育んでいくためには、外遊びは重要な要素であると思っております。このた

め、これからも体験活動を通じた教育を推進してまいりたいと考えております。  

○議長（中西和夫君）  ５番、伴議員。  

○５番（伴吉晴君） 今の回答の最後の部分の、子どもの豊かな感性や健全な心身を育ん

でいくためには外遊びは重要な要素と考えておられるのは、私も同感です。  

それでは、お伺いいたします。小学校の運動場などは、放課後、子どもたちが自由に

使えるように開放されているのかお伺いいたします。  

○議長（中西和夫君）  清水教育長。  

○教育長（清水建也君） 小学校の校庭につきましては、放課後、３つの小学校でおおむ

ね夏の間は５時まで、冬の間は４時半までと季節に応じた時間帯で、遊びに来た児童に

対して開放を行っている状況でございます。各小学校の遊びに来ている児童の数で申し

ますと、常々１０人から１５人程度というふうに聞いてございまして、在校生や、保護

者が同伴されたり、卒業生が来て遊んでいるという状況でございます。  

子どもたちの運動不足によります体力の低下も問題となっているところもございまし

て、今後も、施設管理上の制約や在校生、卒業生に限定はしておりますが、引き続いて

開放を行ってまいりたいと考えております。  

○議長（中西和夫君）  ５番、伴議員。  

○５番（伴吉晴君） 小学校の校庭の放課後の開放は、安全面や防犯面など難しい問題が

あると思いますが、遊びを通じて人に対する思いやりや優しさを学ぶことが多くありま

すので、子どもの遊びの重要性に気を配っていいただくことを願いまして、私の一般質

問を終わらせていただきます。  

ご清聴ありがとうございました。  

○議長（中西和夫君）  以上で、５番、伴議員の一般質問は終わりました。  

これをもって、予定をいたしておりました一般質問は全て終了いたしました。  

以上をもちまして、本日の議事日程は全て終了いたしました。  

１０日は、午前９時から予算審査特別委員会の開催が予定されておりますので、関係

委員には定刻にご参集をお願いいたします。  

本日は、これをもって散会いたします。  

ご苦労さまでした。  

（ 午前１０時４９分 散会 ） 


